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○18歳になられてから、市町村で認定してもらいます。その区分に応じて、受けられるサービスの内容と量が決定されます。　　


＜補足＞　サービス利用を希望された時に市町村へ利用の申請をします。その後、市町村が認定調査を行い、区分が認定されます。


なお、「障害程度区分」が「障害支援区分」へ名称が変更されるのは、平成２６年４月１日からです。


また、この変更に合わせて知的障がい、精神障がいの特性に応じて適切に区分認定が行われるような配慮がされます。　　　　　　　　　（障がい福祉課）


○認定に関しては、市町村から通知があります。自分のことを例に挙げると、自分は障がいがあるので先日、障害区分の認定を受けてきましたが、その時に、次回の更新の時に「障害支援区分」へ切り替わると説明を受けました。　　　　　　　　　　　　　（保護者）





「障害程度区分」が「障害支援区分」へ変更されるようだが、いつ頃、誰にしてもらうのですか。





アスペルガー症候群の診断のある子どもの保護者です。子どもは、普通高校に通っています。琴の浦高等特別支援学校ができると聞いて、説明を聞いたが、あくまで知的障がいのある生徒が対象であると言われました。高等学校に特別支援学級を設置してもらい、丁寧に勉強を見てもらうことはできないでしょうか。





○特別支援学校の設置基準に、「発達障がい」は入っていません。ただし、知的障がいの解釈については、全国の各自治体によって若干異なっており、知的障がいと認めるＩＱ値は自治体によって違う場合があります。


「発達障がい」だけでは、特別支援学校の対象となりません。高等学校に特別支援学級を設置することは難しいですが、高等学校においても特別支援教育の充実に取り組むとともに、各学校で教育課程を工夫して編成し、学力に応じた教科支援ができるような取組も行っています。　　


　　　　　　　　　　　（特別支援教育課）





障害者就業・生活支援センターを利用したいのですが、どうしたらいいですか。





○お住まいの近くの障害者就業・生活支援センターで登録してください。登録は、無料です。就業が成功するまで継続して関わっていきます。就労後のフォローも行っています。　　　　　　　　　　（雇用人材総室）





○公共職業安定所ではなく、鳥取障害者職業センターです。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（雇用人材総室）





ジョブコーチの申込みは、公共職業安定所で行うのですか。





○各市町村で特別医療費助成制度の対象条件が異なりますので、お住まいの市町村担当課にご確認ください。


　　　　　　　　　　　　（子ども発達支援課）





重度ではない（療育手帳Ｂ）障がい者は20歳で特別医療費助成制度が切れると、医療費を普通に支払うことになるのでしょうか。作業所に通っているのですが、毎月1万円程度の給料なのに、年1回検査を受けることになっており、検査料もかかります。





青年期における子どもの支援グループ　No2























【後日対応】


鳥取療育園、中部療育園、総合療育センター、皆成学園、米子市立あかしや、鳥取市立若草学園へ、「むし歯予防フッ化物洗口事業」で作成した保護者用リーフレットを配布しました。


また、特別支援学校ＰＴＡ連合会の要望を聞く会で、情報提供をさせていただきました。　　　　　（子ども発達支援課）








幼児期から学齢期における子どもの支援グループ　No2











学校を卒業した子どもの保護者が意見を言う場はないのでしょうか。





○大きな病院では、健常児でも不安がることがあります。地域の個人病院（場合によっては県外でも)で、発達障がいに理解のある病院はあると思います。　　（保護者）


○実際の病院等の通院経験者であるペアレントメンター（同じ発達障がいがある子どもを育てる保護者が相談相手となって子育ての助言等を行う支援者）に病院等の情報の提供を受けることができます。


　（エール発達障がい者支援センター）


※「ペアレントメンター鳥取」


電話　０８５７－３０－０６７０


　　（平日　午前10時～午後2時）


　　　


　　　





障がいがある子どもたちも安心して一般的な病気等に関して受診できる一般の病院を作ってほしい。





障がい者の虫歯予防の充実を目指してほしいです。以前、重度の障がい者の虫歯治療を行ってきたところ、全身麻酔で、少しでも今後虫歯になっていたら歯の神経を取ってしまう治療でした。これは本人への負担が大きいです。虫歯にならないことが一番です。処置歯は、いずれまた虫歯になってしまいます。障がいがある方ほど、虫歯予防対策に力を注いでほしいです。歯が生えてから2～3年での予防をすれば、その後の虫歯になる確率がかなり減ります。県健康政策課で「むし歯予防フッ化物洗口事業」が、保育所、幼稚園等を対象としているが、特別支援学校などでも取り組んでほしいです。





平成２４年度　特別な支援を必要とする子どもたちを語る会








意見交換で話題になったことを


いくつか紹介します








９月　１日(土)倉吉体育文化会館


９月　４日(火)ふれあいの里


９月　６日(木)日野総合事務所


９月１１日(火)とりぎん文化会館











○居住地との交流は実施されています。内容、回数については、保護者や地域の学校も含めての話し合いで決められています。　　　　　　　　　　（特別支援教育課）


○主に小学部で実施しています。相談の中で回数や内容を決めています。保護者が付き添って実施し、担任は同行できる範囲で参加しています。　（特別支援学校教員）








年長児で来年度特別支援学校へ就学予定です。地域から離れることになるが、地域の学校との交流はどのように行われていますか。





○障がい児支援を行う事業所が増えることは望ましいと考えますが、国による給付費等の制度の他、県として運営費等の補助については、現在のところ行っていません。


（子ども発達支援課）





法律の改正により、障がい児支援の強化となっているが、現実は、児童デイサービスをしていた事業所がなくなったりしている。事業所等に放課後等デイサービスを始めやすいようにする助成等の県の施策はありますか。





○各市町村の保育所担当課、私立幼稚園、各市町村教育委員会、高等学校、特別支援学校、関係施設等に開催チラシを配布しています。また、県政だより8月号にも掲載しています。放課後児童クラブ担当者への周知も含めて、来年度は、より周知できるよう工夫したいです。


（子ども発達支援課）





○語る会の情報が入ってきません。子どもは6歳になりますが、この会の情報が入ったのは今回が初めてです。


○特別支援学校のときは開催チラシをもらえたが、通常学校になったらもらえなくなりました。


○放課後児童クラブ担当者にも周知してほしいです。


○市町村の職員や教員の姿はほとんどないですが、きちんと届いているのでしょうか。





○わが子は、28歳になります。当時は、情報を得るために保護者で任意の会を作っていました。現在、療育や教育での支援体制が進んできていますが、根本的な課題は変わっていないと感じました。自分が立ち上げている会では、大学の先生などに来てもらい、就学相談会を現在も行っています。


（保護者）





特別支援学級に入級しているが、保護者同士で情報交換する場がなく、就学に関する情報も入ってきません。結局、保護者自身が動くしかありません。








○まずは、バス会社に伝えることになると思います。利用しているグループの方たちと要望をしていただくとよいと思います。


＜補足＞タクシーの利用助成等、各種支援を実施している市町村があります。また、バスの運行条件は、市町村の交通会議等で協議されますので、お住まいの市町村へご相談ください。


○新しく建てる施設については、バリアフリーが行われています。ただ、既に建っている施設のバリアフリー化については、一度に改修することが難しいです。緊急的に必要があれば、直接施設にお問合せください。


＜補足＞県では、「福祉のまちづくり推進事業補助金」で民間の集会場、ホテル、旅館、マーケットなどのバリアフリー化を支援しています。


（障がい福祉課）





○生活を楽しむことの一つとして、夜にサークルに行ったり、趣味を楽しんだりすることも必要ですが、交通手段としてのバスの便が少ないです。バスの便を減らさないようにしてほしいです。


○卒業後の余暇活動の場がないです。バス停がなかったり、バスの時刻が不便だったり、施設にエレベーターがついてなかったりと、とても不便です。





○グループホームを増やしてほしいという声は他からも聞いています。補助金等で支援は実施しています。しかし、グループホームを作るにあたり、地域の人々の理解が得られず建設ができないという例もあるようです。県としても、努力をしていきます。


○施設整備等、県も支援しているので、それを使っていただきたいです。


　　　　　　　　　　　　　　（障がい福祉課）








○入所施設ではなく、独身寮（単身寮）で賄い、当直、ショートステイ、お試し利用が可能なグループホームを増やしてもらえないでしょうか。


○法人もグループホームを作りたいと思っても資金がなく作れないと聞いたのですが。





○学校を卒業した方の保護者が一堂に会して意見を言う場を県が設けているという情報は得ていません。　　　　


（子ども発達支援課）


○各圏域に自立支援協議会があり、県に意見を届ける一つの場


　となりうる。この「特別な支援を必要とする子どもたちを語


る会」が卒業後の方の語る会にもなればよいと思います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業所）


＜補足＞地域には、医療・就労・教育等々、様々な分野で個々の課題にとどまらない、地域での共通の課題が存在しています。市町村・圏域の自立支援協議会は、これらの課題を地域の共通課題として集積し、解決に向けて検討していく役割を持っています。　　　　　　　　　　　（障がい福祉課）





○教員が対応できる医療的ケアは限られているため、原則的には、看護師による対応を基本としながら、教員に対する研修など、体制の整備について検討していきたいと考えています。


（特別支援教育課）











青年期における


子どもの支援グループ








幼児期から学齢期における


子どもの支援グループ














医療的ケアの必要な児童が就学した際、学校内で教員がケアを実施できるための研修や制度を進めていますか。





○琴の浦高等特別支援学校のカリキュラムを教えてください。


○6つの業種はどのように決定していくのですか。適性を見極めるのに、何か検査とかを活用するのですか。








○「働く意欲、働く力、生活する力」を身につけることを大きな目標としています。卒業後の就職先については、特別支援学校（知的障がい）に配置している就労サポーターが開拓しているところです。平成23年度の特別支援学校卒業者の就職率は、鳥取県が全国一でした。カリキュラムは、最終的に6つの業種に分かれます。ものづくり系とサービス系、それぞれ3つずつで構成されています。まず、1年生のときに6つの業種全てを経験し、2年生でものづくり系かサービス系のどちらかを選択し、3年生で１つの業種を選択するという流れです。作業種は、本人の思い、希望や適性等や、保護者の思い等により総合的に判断し、決定します。　　　　　　　（特別支援教育課）











